
 

               

 

改正後 現行 

第１ 総論 

１ （略） 

２ 対象者等に対する周知 

（１）定期接種を行う際は、政令第５条の規定によ

る公告を行い、政令第６条の規定により定期接

種の対象者又はその保護者に対して、あらかじ

め、予防接種の種類、予防接種を受ける期日又

は期間及び場所、予防接種を受けるに当たって

注意すべき事項、予防接種を受けることが適当

でない者、接種に協力する医師その他必要な事

項が十分周知されること。その周知方法につい

ては、やむを得ない事情がある場合を除き、個

別通知とし、確実な周知に努めること。 

   ヒトパピローマウイルス感染症の定期接種

を行う際は、使用するワクチンについて、子宮

頸がんそのものを予防する効果は現段階で証

明されていないものの、子宮頸がんの原因とな

るがんに移行する前段階の病変の発生を予防

する効果は確認されており、定期接種が子宮頸

がんの予防を主眼としたものであることが適

切に伝わるよう努めるものとし、また、Ｂ類疾

病の定期接種を行う際は、接種を受ける法律上

の義務はなく、かつ、自らの意思で接種を希望

する者のみに接種を行うものであることを明

示した上で、上記内容が十分周知されること。 

 

（２）～（４）（略） 

 

３～４（略）  

 

５ 接種の場所 

定期接種については、適正かつ円滑な予防接種

の実施のため、市町村長の要請に応じて予防接種

に協力する旨を承諾した医師が医療機関で行う

個別接種を原則とすること。ただし、予防接種の

実施に適した施設において集団を対象にして行

うこと（集団接種）も差し支えない。 

第１ 総論 

１ （略） 

２ 対象者等に対する周知 

（１）定期接種を行う際は、政令第５条の規定によ

る公告を行い、政令第６条の規定により定期接

種の対象者又はその保護者に対して、あらかじ

め、予防接種の種類、予防接種を受ける期日又

は期間及び場所、予防接種を受けるに当たって

注意すべき事項、予防接種を受けることが適当

でない者、接種に協力する医師その他必要な事

項が十分周知されること。その周知方法につい

ては、やむを得ない事情がある場合を除き、個

別通知とし、確実な周知に努めること。 

   ヒトパピローマウイルス感染症の定期接種

を行う際は、使用するワクチンについて、子宮

頸がんそのものを予防する効果は現段階で証

明されていないものの、子宮頸がんの原因とな

るがんに移行する前段階の病変の発生を予防

する効果は確認されており、定期接種が子宮頸

がんの予防を主眼としたものであることが適

切に伝わるよう努めるものとし、また、Ｂ類疾

病（インフルエンザ）の定期接種を行う際は、

接種を受ける法律上の義務はなく、かつ、自ら

の意思で接種を希望する者のみに接種を行う

ものであることを明示した上で、上記内容が十

分周知されること。 

（２）～（４）（略） 

 

３～４（略）  

 

５ 接種の場所 

定期接種については、適正かつ円滑な予防接種

の実施のため、市町村長の要請に応じて予防接種

に協力する旨を承諾した医師が医療機関で行う

個別接種を原則とすること。ただし、予防接種の

実施に適した施設において集団を対象にして行

うこと（集団接種）も差し支えない。 

定期接種実施要領（抄） 新旧対照表 



 

また、定期接種の対象者が寝たきり等の理由か

ら、当該医療機関において接種を受けることが困

難な場合においては、予防接種を実施する際の事

故防止対策、副反応対策等の十分な準備がなされ

た場合に限り、当該対象者が生活の根拠を有する

自宅や入院施設等において実施しても差し支え

ない。これらの場合においては、「１３ Ａ類疾

病の定期接種を集団接種で実施する際の注意事

項」に留意すること。 

なお、市町村長は、学校等施設を利用して予防

接種を行う場合は、管内の教育委員会等関係機関

と緊密な連携を図り実施すること。 

 

 

６～８（略） 

 

９ 予診票 

（１）乳幼児や主に小学生が接種対象となっている

定期接種（ジフテリア、百日せき、破傷風、急

性灰白髄炎、麻しん、風しん、日本脳炎、結核、

Ｈｉｂ感染症、小児の肺炎球菌感染症又は水

痘）については様式第二予防接種予診票（乳幼

児・小学生対象）を、ヒトパピローマウイルス

感染症の定期接種のうち、接種を受ける者に保

護者が同伴する場合及び接種を受ける者が既

婚者の場合については様式第三ヒトパピロー

マウイルス感染症予防接種予診票（保護者が同

伴する場合、受ける人が既婚の場合）を、接種

を受ける者に保護者が同伴しない場合につい

ては様式第四ヒトパピローマウイルス感染症

予防接種予診票（保護者が同伴しない場合）を、

インフルエンザの定期接種については様式第

五インフルエンザ予防接種予診票を、高齢者の

肺炎球菌感染症の定期接種については様式第

六高齢者用肺炎球菌ワクチン予防接種予診票

を、それぞれ参考にして予診票を作成するこ

と。 

なお、予診票については、予防接種の種類 

により異なる紙色のものを使用すること等によ

り予防接種の実施に際して混同を来さないよう

また、インフルエンザの定期接種の対象者につ

いて、接種を希望する者が寝たきり等の理由か

ら、当該医療機関において接種を受けることが困

難な場合においては、予防接種を実施する際の事

故防止対策、副反応対策等の十分な準備がなされ

た場合に限り、当該医師による接種を希望する者

が生活の根拠を有する自宅や入院施設等におい

て実施しても差し支えない。これらの場合におい

ては、「１３ Ａ類疾病の定期接種を集団接種で

実施する際の注意事項」に留意すること。 

なお、市町村長は、学校等施設を利用して予防

接種を行う場合は、管内の教育委員会等関係機関

と緊密な連携を図り実施すること。 

 

６～８（略） 

 

９ 予診票 

（１）乳幼児や主に小学生が接種対象となっている

定期接種（ジフテリア、百日せき、破傷風、急

性灰白髄炎、麻しん、風しん、日本脳炎、結核、

Ｈｉｂ感染症又は小児の肺炎球菌感染症）につ

いては様式第二予防接種予診票（乳幼児・小学

生対象）を、ヒトパピローマウイルス感染症の

定期接種のうち、接種を受ける者に保護者が同

伴する場合及び接種を受ける者が既婚者の場

合については様式第三ヒトパピローマウイル

ス感染症予防接種予診票（保護者が同伴する場

合、受ける人が既婚の場合）を、接種を受ける

者に保護者が同伴しない場合については様式

第四ヒトパピローマウイルス感染症予防接種

予診票（保護者が同伴しない場合）を、インフ

ルエンザの定期接種については様式第五イン

フルエンザ予防接種予診票を参考にして予診

票を作成すること。 

 

 

 

なお、予診票については、予防接種の種類 

により異なる紙色のものを使用すること等によ

り予防接種の実施に際して混同を来さないよう



 

配慮すること。 

（２）～（３）（略） 

 

１０ 予診並びに予防接種不適当者及び予防接種

要注意者 

（１）（略） 

（２）個別接種については、原則、保護者の同伴が

必要であること。 

ただし、政令第１条の３第２項の規定によ

る対象者に対して行う予防接種、政令附則第

４項による日本脳炎の定期接種及びヒトパピ

ローマウイルス感染症の定期接種（いずれも

13 歳以上の者に接種する場合に限る。）にお

いて、あらかじめ、接種することの保護者の

同意を予診票上の保護者自署欄にて確認でき

た者については、保護者の同伴を要しないも

のとする。 

また、接種の実施に当たっては、被接種者

本人が予防接種不適当者又は予防接種要注意

者か否かを確認するために、予診票に記載さ

れている質問事項に対する回答に関する本人

への問診を通じ、診察等を実施したうえで、

必要に応じて保護者に連絡するなどして接種

への不適当要件の事実関係等を確認するため

の予診に努めること。 

なお、被接種者が既婚者である場合は、こ

の限りではない。 

（３）（略） 

（４） Ｂ類疾病の定期接種の実施に際しては、接

種を受ける法律上の義務がないことから、対

象者が自らの意思で接種を希望していること

を確認すること。対象者の意思の確認が容易

でない場合は、家族又はかかりつけ医の協力

を得て、その意思を確認することも差し支え

ないが、明確に対象者の意思を確認できない

場合は、接種してはならないこと。 

（５）予診の結果、異常が認められ、予防接種実施

規則（昭和 33 年厚生省令第 27 号以下「実施

規則」という。）第６条に規定する者に該当

する疑いのある者と判断される者に対して

配慮すること。 

（２）～（３）（略） 

 

１０ 予診並びに予防接種不適当者及び予防接種

要注意者 

（１）（略） 

（２）個別接種については、原則、保護者の同伴が

必要であること。 

ただし、政令第１条の２第２項の規定によ

る対象者に対して行う予防接種、政令附則第

４項による日本脳炎の定期接種及びヒトパピ

ローマウイルス感染症の定期接種（いずれも

13 歳以上の者に接種する場合に限る。）にお

いて、あらかじめ、接種することの保護者の

同意を予診票上の保護者自署欄にて確認でき

た者については、保護者の同伴を要しないも

のとする。 

また、接種の実施に当たっては、被接種者

本人が予防接種不適当者又は予防接種要注意

者か否かを確認するために、予診票に記載さ

れている質問事項に対する回答に関する本人

への問診を通じ、診察等を実施したうえで、

必要に応じて保護者に連絡するなどして接種

への不適当要件の事実関係等を確認するため

の予診に努めること。 

なお、被接種者が既婚者である場合は、こ

の限りではない。 

（３）（略） 

（４）インフルエンザの定期接種の実施に際して

は、接種を受ける法律上の義務がないことか

ら、対象者が自らの意思で接種を希望してい

ることを確認すること。対象者の意思の確認

が容易でない場合は、家族又はかかりつけ医

の協力を得て、その意思を確認することも差

し支えないが、明確に対象者の意思を確認で

きない場合は、接種してはならないこと。 

（５）予診の結果、異常が認められ、予防接種実施

規則（昭和 33 年厚生省令第 27 号以下「実施

規則」という。）第６条に規定する者に該当

する疑いのある者と判断される者に対して



 

は、当日は接種を行わず、必要があるときは、

精密検査を受けるよう指示すること。この場

合、Ｂ類疾病の定期接種については、法の趣

旨を踏まえ、積極的な接種勧奨とならないよ

う特に留意すること。なお、インフルエンザ

の定期接種で接種後２日以内に発熱のみられ

た者及び全身性発疹等のアレルギーを疑う症

状を呈したことがある者は、予防接種法施行

規則（昭和 23 年厚生省令第 36 号。以下「施

行規則」という。）第２条第７号に該当する

ことに留意すること。 

（６）（略） 

 

１１ 予防接種後副反応等に関する説明及び同意 

予診の際は、予防接種の有効性・安全性、予防

接種後の通常起こり得る副反応及びまれに生じ

る重い副反応並びに予防接種健康被害救済制度

について、定期接種の対象者又はその保護者がそ

の内容を理解し得るよう適切な説明を行い、予防

接種の実施に関して文書により同意を得た場合

に限り接種を行うものとすること。 

ただし、政令第１条の３第２項の規定による対

象者に対して行う予防接種、政令附則第４項によ

る日本脳炎の定期接種及びヒトパピローマウイ

ルス感染症の定期接種（いずれも 13 歳以上の者

に接種する場合に限る。）において、保護者が接

種の場に同伴しない場合には、予防接種の有効性

・安全性、予防接種後の通常起こり得る副反応及

びまれに生じる重い副反応並びに予防接種健康

被害救済制度についての説明を事前に理解する

必要があるため、様式第四ヒトパピローマウイル

ス感染症予防接種予診票（保護者が同伴しない場

合）を参考に、説明に関する情報を含有している

予診票を作成した上で、事前に保護者に配布し、

保護者がその内容に関する適切な説明を理解し

たこと及び予防接種の実施に同意することを当

該予診票により確認できた場合に限り接種を行

うものとすること。 

  なお、児童福祉施設等において、接種の機会ご

とに保護者の文書による同意を得ることが困難

は、当日は接種を行わず、必要があるときは、

精密検査を受けるよう指示すること。この場

合、インフルエンザの定期接種については、

法の趣旨を踏まえ、積極的な接種勧奨となら

ないよう特に留意すること。なお、インフル

エンザの定期接種で接種後２日以内に発熱の

みられた者及び全身性発疹等のアレルギーを

疑う症状を呈したことがある者は、予防接種

法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 36 号。以

下「施行規則」という。）第２条第７号に該

当することに留意すること。 

（６）（略） 

 

１１ 予防接種後副反応等に関する説明及び同意 

予診の際は、予防接種の有効性・安全性、予防

接種後の通常起こり得る副反応及びまれに生じ

る重い副反応並びに予防接種健康被害救済制度

について、定期接種の対象者又はその保護者がそ

の内容を理解し得るよう適切な説明を行い、予防

接種の実施に関して文書により同意を得た場合

に限り接種を行うものとすること。 

ただし、政令第１条の２第２項の規定による対

象者に対して行う予防接種、政令附則第４項によ

る日本脳炎の定期接種及びヒトパピローマウイ

ルス感染症の定期接種（いずれも 13 歳以上の者

に接種する場合に限る。）において、保護者が接

種の場に同伴しない場合には、予防接種の有効性

・安全性、予防接種後の通常起こり得る副反応及

びまれに生じる重い副反応並びに予防接種健康

被害救済制度についての説明を事前に理解する

必要があるため、様式第四ヒトパピローマウイル

ス感染症予防接種予診票（保護者が同伴しない場

合）を参考に、説明に関する情報を含有している

予診票を作成した上で、事前に保護者に配布し、

保護者がその内容に関する適切な説明を理解し

たこと及び予防接種の実施に同意することを当

該予診票により確認できた場合に限り接種を行

うものとすること。 

  なお、児童福祉施設等において、接種の機会ご

とに保護者の文書による同意を得ることが困難



 

であることが想定される場合には、当該施設等に

おいて、保護者の包括的な同意文書を事前に取得

しておくことも差し支えなく、また、被接種者が

既婚者である場合は、被接種者本人の同意にて足

りるものとする。 

 

１２（略） 

 

１３ 

（１）～（５）（略） 

（６）保護者の同伴要件 

集団接種については、原則、保護者の同伴

が必要であること。 

ただし、政令第１条の３第２項の規定によ

る対象者に対して行う予防接種、政令附則第

４項による日本脳炎の定期接種及びヒトパピ

ローマウイルス感染症の定期接種（いずれも

13 歳以上の者に接種する場合に限る。）にお

いて、あらかじめ、接種することの保護者の

同意を予診票上の保護者自署欄にて確認でき

た者については、保護者の同伴を要しないも

のとする。 

また、接種の実施に当たっては、被接種者

本人が予防接種不適当者又は予防接種要注意

者か否かを確認するために、予診票に記載さ

れている質問事項に対する回答内容に関する

本人への問診を通じ、診察等を実施したうえ

で、必要に応じて保護者に連絡するなどして

接種への不適当要件の事実関係等を確認する

ための予診に努めること。 

なお、被接種者が既婚者である場合は、こ

の限りではない。 

（７）（略） 

（８）女性に対する接種の注意事項 

政令第１条の３第２項の規定による対象者

に対して行う予防接種、政令附則第４項で定

める日本脳炎の定期接種及びヒトパピローマ

ウイルス感染症の定期接種対象者のうち、13

歳以上の女性への接種に当たっては、妊娠中

若しくは妊娠している可能性がある場合には

であることが想定される場合には、当該施設等に

おいて、保護者の包括的な同意文書を事前に取得

しておくことも差し支えなく、また、被接種者が

既婚者である場合は、被接種者本人の同意にて足

りるものとする。 

 

１２（略） 

 

１３ 

（１）～（５）（略） 

（６）保護者の同伴要件 

集団接種については、原則、保護者の同伴

が必要であること。 

ただし、政令第１条の２第２項の規定によ

る対象者に対して行う予防接種、政令附則第

４項による日本脳炎の定期接種及びヒトパピ

ローマウイルス感染症の定期接種（いずれも

13 歳以上の者に接種する場合に限る。）にお

いて、あらかじめ、接種することの保護者の

同意を予診票上の保護者自署欄にて確認でき

た者については、保護者の同伴を要しないも

のとする。 

また、接種の実施に当たっては、被接種者

本人が予防接種不適当者又は予防接種要注意

者か否かを確認するために、予診票に記載さ

れている質問事項に対する回答内容に関する

本人への問診を通じ、診察等を実施したうえ

で、必要に応じて保護者に連絡するなどして

接種への不適当要件の事実関係等を確認する

ための予診に努めること。 

なお、被接種者が既婚者である場合は、こ

の限りではない。 

（７）（略） 

（８）女性に対する接種の注意事項 

政令第１条の２第２項の規定による対象者

に対して行う予防接種、政令附則第４項で定

める日本脳炎の定期接種及びヒトパピローマ

ウイルス感染症の定期接種対象者のうち、13

歳以上の女性への接種に当たっては、妊娠中

若しくは妊娠している可能性がある場合には



 

原則接種しないこととし、予防接種の有益性

が危険性を上回ると判断した場合のみ接種で

きる。このため、接種医は、入念な予診が尽

くされるよう、予診票に記載された内容だけ

で判断せず、必ず被接種者本人に、口頭で記

載事実の確認を行うこと。また、その際、被

接種者本人が事実を話しやすいような環境づ

くりに努めるとともに、本人のプライバシー

に十分配慮すること。 

 

１４（略） 

 

１５ 予防接種の実施の報告 

市町村長は、定期接種を行ったときは、政令

第７条の規定による報告を「地域保健・健康増

進事業報告」（厚生労働省大臣官房統計情報部

作成）の作成要領に従って行うこと。 

 

１６（略） 

 

１７ 他の予防接種との関係 

（１）乾燥弱毒生麻しん風しん混合ワクチン、乾燥

弱毒生麻しんワクチン、乾燥弱毒生風しんワク

チン、経皮接種用乾燥ＢＣＧワクチン又は乾燥

弱毒生水痘ワクチンを接種した日から別の種

類の予防接種を行うまでの間隔は、27 日以上お

くこと。沈降精製百日せきジフテリア破傷風不

活化ポリオ混合ワクチン、沈降精製百日せきジ

フテリア破傷風混合ワクチン、不活化ポリオワ

クチン、乾燥細胞培養日本脳炎ワクチン、沈降

ジフテリア破傷風混合トキソイド、乾燥ヘモフ

ィルスｂ型ワクチン、沈降 13 価肺炎球菌結合

型ワクチン、組換え沈降２価（４価）ヒトパピ

ローマウイルス様粒子ワクチン、インフルエン

ザＨＡワクチン又は 23 価肺炎球菌莢膜ポリサ

ッカライドワクチンを接種した日から別の種

類の予防接種を行うまでの間隔は、６日以上お

くこと。 

（２）（略） 

 

原則接種しないこととし、予防接種の有益性

が危険性を上回ると判断した場合のみ接種で

きる。このため、接種医は、入念な予診が尽

くされるよう、予診票に記載された内容だけ

で判断せず、必ず被接種者本人に、口頭で記

載事実の確認を行うこと。また、その際、被

接種者本人が事実を話しやすいような環境づ

くりに努めるとともに、本人のプライバシー

に十分配慮すること。 

 

１４（略） 

 

１５ 予防接種の実施の報告 

市町村長は、定期接種を行ったときは、政令

第７条の規定による報告を「地域保健・老人保

健事業報告」（厚生労働省大臣官房統計情報部

作成）の作成要領に従って行うこと。 

 

１６（略） 

 

１７ 他の予防接種との関係 

（１） 乾燥弱毒生麻しん風しん混合ワクチン、乾

燥弱毒生麻しんワクチン、乾燥弱毒生風し

んワクチン又は、経皮接種用乾燥ＢＣＧワ

クチンを接種した日から別の種類の予防接

種を行うまでの間隔は、27 日以上おくこと。

沈降精製百日せきジフテリア破傷風不活化

ポリオ混合ワクチン、沈降精製百日せきジ

フテリア破傷風混合ワクチン、不活化ポリ

オワクチン、乾燥細胞培養日本脳炎ワクチ

ン、沈降ジフテリア破傷風混合トキソイド、

乾燥ヘモフィルスｂ型ワクチン、沈降 13 価

肺炎球菌結合型ワクチン及び組換え沈降２

価（４価）ヒトパピローマウイルス様粒子

ワクチンを接種した日から別の種類の予防

接種を行うまでの間隔は、６日以上おくこ

と。 

 

（２）（略） 

 



 

１８ 長期にわたり療養を必要とする疾病にかか

った者等の定期接種の機会の確保 

（１）インフルエンザを除く法の対象疾病（以下「特

定疾病」という。）について、それぞれ政令で

定める予防接種の対象者であった者（当該特定

疾病にかかっている者又はかかったことのあ

る者その他施行規則第２条各号に規定する者

を除く。）であって、当該予防接種の対象者で

あった間に、（２）の特別の事情があることに

より予防接種を受けることができなかったと

認められる者については、当該特別の事情がな

くなった日から起算して２年（高齢者の肺炎球

菌感染症に係る定期接種を受けることができ

なかったと認められるものについては、当該特

別の事情がなくなった日から起算して１年）を

経過する日までの間（（３）の場合を除く。）、

当該特定疾病の定期接種の対象者とすること。 

（２）～（５） 

 

１９～２１（略） 

 

第２ 各論 

１～３（略） 

 

４ 結核の定期接種 

（１）～（２）（略） 

（３）コッホ現象出現時の対応 

ア （略） 

イ 市町村長におけるコッホ現象事例報告書

の取扱い 

市町村長は、あらかじめ様式第七コッホ

現象事例報告書を管内の医療機関に配布

し、医師がコッホ現象を診断した場合に、

保護者の同意を得て、直ちに当該被接種者

が予防接種を受けた際の居住区域を管轄す

る市町村長へ報告するよう協力を求めるこ

と。 

       また、市町村長は、医師からコッホ現象

の報告を受けた場合は、保護者の同意を得

て、コッホ現象事例報告書を都道府県知事

１８ 長期にわたり療養を必要とする疾病にかか

った者等の定期接種の機会の確保 

（１）インフルエンザを除く法の対象疾病（以下「特

定疾病」という。）について、それぞれ政令で

定める予防接種の対象者であった者（当該特定

疾病にかかっている者又はかかったことのあ

る者その他施行規則第２条各号に規定する者

を除く。）であって、当該予防接種の対象者で

あった間に、（２）の特別の事情があることに

より予防接種を受けることができなかったと

認められる者については、当該特別の事情がな

くなった日から起算して２年を経過する日ま

での間（（３）の場合を除く。）、当該特定疾

病の定期接種の対象者とすること。 

 

 

 

（２）～（５）（略） 

 

１９～２１（略） 

 

第２ 各論 

１～３（略） 

 

４ 結核の定期接種 

（１）～（２）（略） 

（３）コッホ現象出現時の対応 

ア （略） 

イ 市町村長におけるコッホ現象事例報告書

の取扱い 

市町村長は、あらかじめ様式第六のコッ

ホ現象事例報告書を管内の医療機関に配布

し、医師がコッホ現象を診断した場合に、

保護者の同意を得て、直ちに当該被接種者

が予防接種を受けた際の居住区域を管轄す

る市町村長へ報告するよう協力を求めるこ

と。 

       また、市町村長は、医師からコッホ現象

の報告を受けた場合は、保護者の同意を得

て、コッホ現象事例報告書を都道府県知事



 

に提出すること。 

    ウ・エ（略） 

 

５（１）・（２）（略） 

（３）初回接種開始時に生後 12 月に至った日の翌

日から生後 60 月に至るまでの間にある者 

乾燥ヘモフィルスｂ型ワクチンを使用し、

１回行うこと。なお、政令第１条の３第２項

の規定による対象者に対しても同様とするこ

と。 

（４）（略） 

 

６ 小児の肺炎球菌感染症の定期接種 

  小児の肺炎球菌感染症の予防接種は、初回接種

の開始時の月齢ごとに以下の方法により行う

こととし、（１）の方法を標準的な接種方法と

すること。 

（１）～（３）（略） 

（４）初回接種開始時に生後 24 月に至った日の翌

日から生後 60 月に至るまでの間にある者 

沈降 13 価肺炎球菌結合型ワクチンを使用

し、１回行うこと。なお、政令第１条の３第

２項の規定による対象者に対しても同様とす

ること。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

７ ヒトパピローマウイルス感染症の定期接種 

（１） ヒトパピローマウイルス感染症の定期接種

の対応については、当面の間、「ヒトパピロ

ーマウイルス感染症の定期接種の対応につい

て（勧告）」（平成 25 年６月 14 日付け健発

0614 第 1 号厚生労働省健康局長通知）のとお

りであること。 

（２） 次に掲げる者については、ヒトパピローマ

に提出すること。 

    ウ・エ（略） 

 

５（１）・（２）（略） 

（３）初回接種開始時に生後 12 月に至った日の翌

日から生後 60 月に至るまでの間にある者 

乾燥ヘモフィルスｂ型ワクチンを使用し、

１回行うこと。なお、政令第１条の２第２項

の規定による対象者に対しても同様とするこ

と。 

（４）（略） 

 

６ 小児の肺炎球菌感染症の定期接種 

  小児の肺炎球菌感染症の予防接種は、初回接種

の開始時の月齢ごとに以下の方法により行う

こととし、（１）の方法を標準的な接種方法と

すること。 

（１）～（３）（略） 

（４）初回接種開始時に生後 24 月に至った日の翌

日から生後 60 月に至るまでの間にある者 

沈降 13 価肺炎球菌結合型ワクチンを使用

し、１回行うこと。なお、政令第１条の２第

２項の規定による対象者に対しても同様とす

ること。 

（５）小児の肺炎球菌の予防接種について、平成 26 

年４月１日より前に、旧規則に規定する接種 

の間隔を超えて行った接種であって、新規則

に規定する予防接種に相当する接種を受けた

者は、医師の判断と保護者の同意に基づき、

既に接種した回数分の定期接種を受けたもの

としてみなすことができること。 

 

７ ヒトパピローマウイルス感染症の定期接種 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 



 

ウイルス感染症の予防接種後に広範な疼痛又

は運動障害を中心とする多様な症状が発生す

る場合があるため、予診に当たっては、これ

らの者の接種について慎重な判断が行われる

よう留意すること。 

ア 外傷等を契機として、原因不明の疼痛が続い

たことがある者 

イ 他のワクチンを含めて以前にワクチンを接

種した際に激しい疼痛や四肢のしびれが生じ

たことのある者 

（３） ヒトパピローマウイルス感染症の予防接種

に当たっては、ワクチンを接種する目的、副反

応等について、十分な説明を行った上で、かか

りつけ医など被接種者が安心して予防接種を

受けられる医療機関で行うこと。 

（４）～（７）（略） 

（８）やむを得ず集団接種を行う場合には、（７）

を遵守するとともに、ヒトパピローマウイルス

感染症は性感染症であること等から、特段の配

慮を行うこと。 

（９）ヒトパピローマウイルス感染症の予防接種後

に広範な疼痛又は運動障害を中心とする多様

な症状が発生した場合、次に掲げる事項につい

て適切に対応すること。 

ア 法の規定による副反応報告の必要性の検

討 

イ 当該予防接種以降のヒトパピローマウイ

ルス感染症の予防接種を行わないことの検

討 

ウ 神経学的・免疫学的な鑑別診断及び適切

な治療が可能な医療機関の紹介 

（10） （略）  

 

８ 水痘の定期接種 

（１）対象者 

水痘の予防接種は、生後 12 月から生後 36 月

に至るまでの間にある者に対し、乾燥弱毒生水

痘ワクチンを使用し、生後 12 月から生後 15 月

に達するまでの期間を１回目の接種の標準的な

接種期間として、３月以上、標準的には６月か

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（１）～（４）（略） 

（５） やむを得ず集団接種を行う場合には、（４）

を遵守するとともに、ヒトパピローマウイルス感

染症は性感染症であること等から、特段の配慮を

行うこと。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） （略）  

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 



 

ら 12 月までの間隔をおいて２回行うこと。 

（２）平成 26 年 10 月１日より前の接種の取扱い 

ア 平成 26 年 10 月１日より前に、生後 12 月

以降に 3 月以上の間隔をおいて、乾燥弱毒生

水痘ワクチンを２回接種した（１）の対象者

は、当該予防接種を定期接種として受けるこ

とはできないこと。 

イ 平成 26 年 10 月１日より前に、生後 12 月以

降に乾燥弱毒生水痘ワクチンを 1 回接種し

た者は、既に当該定期接種を 1 回受けたもの

とみなすこと。 

ウ  平成 26 年 10 月１日より前に、生後 12 月

以降に３月未満の期間内に２回以上乾燥弱

毒生水痘ワクチンを接種した者は、既に当該

定期接種を 1 回受けたものとみなすこと。こ

の場合においては、生後 12 月以降の初めて

の接種から3月以上の間隔をおいて1回の接

種を行うこと。 

（３）予防接種の特例 

   平成 26年 10月１日から平成 27年３月 31日

までの間は、生後 36 月に至った日の翌日から

生後 60 月に至るまでの間にある者についても

定期接種の対象とすること。接種の方法として

は、乾燥弱毒生水痘ワクチンを使用し、1 回行

うこと。 

これらの者については、生後 12 月以降に 1 

回以上乾燥弱毒生水痘ワクチンを接種した者 

は、当該予防接種を定期接種として受けること 

はできないこと。 

 

９ 高齢者の肺炎球菌感染症の定期接種 

（１）対象者 

高齢者の肺炎球菌感染症の予防接種は、次に

掲げる者に対し、23 価肺炎球菌莢膜ポリサッカ

ライドワクチンを使用し、１回行うこと。ただ

し、イに該当する者として既に当該予防接種を

受けた者は、アの対象者から除くこと。 

    ア 65 歳の者 

    イ 60 歳以上 65 歳未満の者であって、心臓、

腎臓又は呼吸器の機能に自己の身辺の日

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

常生活活動が極度に制限される程度の障

害を有する者及びヒト免疫不全ウイルス

により免疫の機能に日常生活がほとんど

不可能な程度の障害を有する者 

（２）平成 26 年 10 月１日より前の接種の取扱い 

平成 26 年 10 月１日より前に、23 価肺炎球菌

莢膜ポリサッカライドワクチンを１回以上接

種した者は、当該予防接種を定期接種として受

けることはできないこと。 

（３）接種歴の確認 

高齢者の肺炎球菌感染症の予防接種を行う

に当たっては、予診票により、当該予防接種

の接種歴について確認を行うこと。 

（４）予防接種の特例 

ア 平成26年 10月１日から平成27年３月31

日までの間、（１）アの対象者については、

平成 26 年３月 31 日において 100 歳以上の

者及び同年４月１日から平成 27 年３月 31

日までの間に 65 歳、70 歳、75 歳、80 歳、

85 歳、90 歳、95 歳又は 100 歳となる者とす

ること。 

  イ  平成 27 年４月１日から平成 31 年３月 31

日までの間、（１）アの対象者については、

65 歳、70 歳、75 歳、80 歳、85 歳、90 歳、

95 歳又は 100 歳となる日の属する年度の初

日から当該年度の末日までの間にある者と

すること。 

 

様式第六  高齢者用肺炎球菌ワクチン予防接種予

診票 

様式第七  コッホ現象事例報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

様式第六 コッホ現象事例報告書 

 


